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外資系外資系外資系外資系ブロックブロックブロックブロック取引専門会社取引専門会社取引専門会社取引専門会社とのとのとのとの提携提携提携提携によりによりによりにより、、、、広範広範広範広範なななな海外法人投資家海外法人投資家海外法人投資家海外法人投資家とととと

直接相対直接相対直接相対直接相対ののののブロックブロックブロックブロック取引取引取引取引がががが可能可能可能可能となりますとなりますとなりますとなります＊。＊。＊。＊。

（＊）（＊）（＊）（＊）弊社弊社弊社弊社にににに取引口座取引口座取引口座取引口座をををを開設開設開設開設せずにせずにせずにせずに、、、、ダイレクトダイレクトダイレクトダイレクトにににに取引取引取引取引することもすることもすることもすることも可能可能可能可能ですですですです。。。。

当該取引当該取引当該取引当該取引にににに関関関関するおするおするおするお問問問問いいいい合合合合わせはわせはわせはわせは、、、、下記下記下記下記までごまでごまでごまでご連絡連絡連絡連絡くださいくださいくださいください。。。。
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ブロック取引（トレード）

� ブロック取引とは、同一銘柄を大量に市場外で売買する大口の相対取引です。

� 売付け（買付け）取引価格は、市場価格をやや下回る（上回る）水準で設定されます。

� 大口の注文でも価格変動を起こすことなく取引を行うことが可能で、執行コストの削減およ

び株価インパクトの緩和の効果を享受できます。

� 実行されるケースとしては、発行済み株式の１％から５％程度の纏まった株式を企業間な

どでの持ち合い・解消・提携或いは投資信託・ファンド等の入口・出口などの目的で行われ

ます。
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日本株式市場の現状

� 東証上場株式銘柄の４分の１は、外国人保有比率２０％超

� 東証上場株式銘柄の半分は、外国人保有比率１０％超

� MSCI EAFE指数（米国投資家のための国際株式指数で、北米を除く欧州、オーストララシア、極東地
域の先進国２１カ国の株式市場で構成）の約１７％は、日本株式

� バリュー投資の観点で外国人投資家の日本株式への投資妙味は、今後も将来的に継続

� 外国での日本株式の流動性は、相対的に高く日本の投資家には未知情報
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外資系ブロック取引専門会社との提携によるブロック取引（売付け）のフロー

売り方
買い方

条件提示

（交渉）

条件合意

エアーズシー証券

媒介業務

外資系ブロック取引専門会社

照会

照会

照会

売り方

売り方

取次証券

買い方

取次証券

オフショア

（ニューヨーク、ロンドン）

執行

買い方

２．執行方法

１．照会

（執行は、通常４日目決済。

交渉により短縮可能）
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外資系ブロック取引専門会社によるブロック取引の価格体系（売却価格）のイメージ

[対比：日系証券会社による自己勘定取引]

流動性チャージ

自己勘定収益

ブロック取引

売却価格

ブロック取引

売却価格市場価格

流動性チャージ

外資系ブロック取引専門会社 経由 日系証券会社 経由

コスト・セーブ

外資系ブロック取引専門会社は、取次ぎのみで自己勘定取引を一切行わない為、通常日系証券会社

経由であれば内包される自己勘定取引に係わる収益（マージン）をセーブでき、より市場価格に近い価

格で売却できる利点があります。また、必然的にブロック取引数量においてもより高確率で成立を図れ

るアドバンテージがあります。
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某外資系ブロック取引専門業社（一例）の強み

� 自己勘定取引を一切行わないため、顧客との利益相反は皆無

� ２，０００を超える広範な顧客ネットワークを活用

� 迅速な執行能力・株価インパクト（変動）の管理

� ブロック成功確率（＝注文株数に対する取引成立株数の比率）は、３５－４０％

� ６，０００以上の銘柄で６４億株以上の取引実績

� 特に流動性の低い銘柄のブロック取引で最高レベルの執行実績

� 負債ゼロで豊富なキャッシュ・フロー
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留意事項

� 本資料は、エアーズシー証券株式会社が作成した資料であり、金融商品取引法に基づく開示書類で

はありません。また、信頼できる情報に基づき作成しておりますが含まれる情報の正確性や完全性、

また使用された市場情報源の正確性や信頼性を保証するものではありません。

� 過去の運用実績に関する分析の提供は将来の運用成績を示すものではありません。

� エアーズシー証券株式会社は、当資料の分析またはこれに関連した分析の使用により生じた如何な

る損失にも責任を負いません。

� エアーズシー証券株式会社の許諾無しに、当資料の一部または全部を引用または複製することを禁

じます。
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